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１．はじめに
本稿は在日外国人のボランティア活動に関する研究の一環として，中国系移住者とボランタリ
ー・アソシエーションを中心に論ずるものである1）。在日中国人は2008年現在，外国人登録者数の
一位を占め，その数は60万6889人に達する。1972年の日中国交回復以降36年にわたり，大陸から
の入国者を中心として，中国系移住者の生活世界が作られてきている。そこで，本稿ではその移住
プロセスの進展を確認するとともに，彼らによるボランティア活動と彼らが作るボランタリー・ア
ソシエーションが移住プロセスの進展の中で，どのような特徴を持ち始めているかを考察していき
たい。
移住システムに関する理論的研究に関しては，カースルズならびにファイストらの研究がある
（Castles & Miller,1993, Faist,2000）。これらによれば，移住はマクロ，ミクロおよびメゾ・レベル
の構造間における諸要因の相互作用によって進展する。マクロには送り出し，受け入れ諸社会にお
ける歴史的，経済的，政治的および社会・文化的要因が移住の初発段階において，大きな役割を果
たす。しかし，これらのマクロな要因だけで移住が進展するわけではない。ミクロな構造において
作り出されていく社会的ネットワークならびに移住者自身のもつ文化資本，社会資本を背景として，
移住は自己充足的なプロセスとして展開する（Castles & Miller,1993）。
問題は，マクロ構造とミクロ構造とを結びつけるメゾ・レベルの諸要因がいかに構造化されてい
くのかにある。こうした視点から移住システム理論の研究はメゾ・レベルの構造要因とその他の構
造要因との結びつきを明らかにすることを中心に展開している。さらに，そこからトランスナショ
ナルな社会空間の形成にこれらメゾ・レベルの構造要因がどのように関連しているのかを考察して
いる（Faist,2000およびFaist & Özveren, 2004 ）。本稿で中国系移住者を一つのケースとしてとり
あげ，在日外国人が自ら作り上げるボランタリー・アソシエーションを考えることは，メゾ・レベ
ルの構造を解明する手がかりとなるだろう。
ここで主要な概念を定義しておこう。本論文における中国系移住者とは，中国公民，台湾出身者，
日本籍を取得した中国系の人々を含む概念として用いる2）。中国系移住者を論ずる場合，韓国・朝
鮮系と同様に，ニューカマーズとオールド・タイマーズの区分が必要である。ここでいう中国系ニ
ューカマーズとは1972年の日中国交回復以降に日本に来日した人々を指すが，その中心は1978年
の経済改革・対外開放政策実施以降の来住者である。また，中国系移住者をとりあげる上で，こう
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した視点を設定する理由は以下の通りである。
第一に，オールド・タイマーズとしての華僑・華人3）は約150年の歴史を繋ぎ，彼らを中心に作
り上げられた中華街を主な活動場所としている。オールド・タイマーズが中国系移住者に占める割
合はすでに全体の１割以下にまで落ちている。居住地域である中華街は横浜，神戸，長崎に現在で
も存在するが，その構成員は２世，３世ですでに日本国籍をもつ人々が中心となりつつある。これ
らの地域は中国系移住者の居住地域として必ずしも大きい部分を占めるわけではない。むしろ，そ
れ以外の地域に居住が分散しており，中国系ニューカマーズは中華街以外にその多くが暮らしてい
る。とりわけ，本稿で取り上げる横浜の場合，オールド・タイマーズとしての華僑・華人は主に
1859年の横浜開港以来の居住者たちであり，出身地域は広東，福建，浙江などのいわゆる僑郷と
呼ばれる地域である。このことは福建省出身者以外に東北や上海を中心とする現在の中国系移住者
の出身地域構成との関係を考える時，きわめて重要な違いをもたらしている。
第２に，中国系に関していえば，台湾系，大陸系の対立と併存の状況がこの60年来続いてきた。
これは1895年から1945年まで（日本による台湾領有が続き，台湾人が日本人であった時代）およ
び1945年から71年（中華民国との外交関係を維持していた時代）までに流入した人々（いわゆる
中華民国籍者）と1972年以降に流入した人々（中華人民共和国籍者）による違いといってもよい。
出身地域，移住時点によって，彼らは台湾人あるいは中国人として日本社会でそれぞれの組織，そ
れぞれの政治的な活動を行ってきた。
しかし，ニューカマーズに関してはその９割以上が大陸出身者で占められている。表１に示すよ
うに，出身地域別でみた場合，台湾出身者の割合は国交回復前の1969年の時点で51.1％を占めてい
たが，その後実数は増加したものの，比率は2007年に6.9％へと減少し，全体に占める割合は小さ
くなっている。台湾からの入国者数は現在でも外国人入国者数で韓国に次いで第２位で，2007年
表１　出身地別中国人登録者数
年　次 1969 1974 1984 1988 1990 1995 2000 2005 2007 割合（％）
総　数 51448 46944 67895 129269 150339 222991 335575 519561 606889 100.0
台　湾 26295 24080 32817 43001 42610 40118 39050 39498 42124 6.9
上　海 589 398 2056 21140 25390 40443 45226 54542 57431 9.5
黒龍江 58 74 3282 7502 9872 22413 39737 56156 62438 10.3
遼　寧 235 114 2073 5561 7632 17020 39565 81082 97764 16.1
吉　林 33 38 974 2879 4297 10787 27611 47487 51749 8.5
福　建 6193 5178 5725 13737 17479 19952 27532 39330 47540 7.8
北　京 117 205 1680 7657 10418 17503 20141 22268 23937 3.9
山　東 1890 1595 2065 2433 2781 4984 12193 34796 49673 8.2
江　蘇 4480 4119 4501 5349 5959 9456 16733 33406 42758 7.0
中国その他 11558 11143 12722 20010 23901 40315 67787 110996 131475 21.7
出所：1988年以前については入管統計協会編『我が国をめぐる国際人流の変遷』平成２年。
1990年以降については，『在留外国人統計』（財）入管協会，平成３年，８年，13年，20年版より作成。
1984年以前の吉林省出身者については各年次の法務省入国管理局編『在留外国人統計』による。
（注１）上記統計のうち，1969年および1974年は４月１日現在，それ以外は12月31日現在の統計である。
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には142万人の入国者を記録しており，そのほとんどは観光を目的とする３ヶ月以内の短期滞在者
で占められている。移住を目的とする人は必ずしも多くない。
以上の２点を前提として，はじめに彼らの作り上げてきた中国系移住者世界とボランタリー・ア
ソシエーションとの関係を歴史的な経緯から触れておきたい。
２．歴史にみる中国系移住者のボランタリー・アソシエーション－横浜の場合－
日本における中国系移住者の中でも，筆者がオールド・タイマーズと呼ぶ華僑・華人に関して，
日本には歴史的に数多くのボランタリー・アソシエーションが存在する4）。特に，ここでは横浜を
とりあげる。横浜では，1859年の開港とともに，外国人居留地で買弁として暮らす中国人（当時
は清国人）が流入し始める。その中で，1867年に設立された「清国人集会所」がこうしたボラン
タリー・アソシエーションの嚆矢と考えられている（中華会館，1995，170ページ）。これはその
後中華会議所と改称され，相互扶助ならびに日本の関係機関との交渉および在留中国人の権利を守
ることを目的に維持運営されていく。この中華会議所はその後，1870年に中華会館と改称され，
今日に到っている。中国系移住者にとって，中華会館に代表されるボランタリー・アソシエーショ
ンは移住の当初より，同郷，同業あるいは宗教などを同じくする人々によって設立され，維持され
てきたのである。戦後，華僑総会が設立されるまで，中華会館は中華街に暮らす華僑たちの出入国
手続き，出生，死亡，身分変更などビザに関するすべての業務を取り扱っていた。ただし，現在は
墓地管理や，社会福祉および関帝廟などに関連する活動を中心に担っている。戦後華僑たちの身分
関係に関わる手続きは華僑総会が代行するようになる。特に，中華人民共和国成立以降，これらの
団体は２つに分裂し，それぞれの居留民を対象とするサービスを担うようになる。
ちなみに，『横浜華僑誌』によれば，総合的なボランタリー・アソシエーションである横浜華僑
総会以外に，同郷会が７つ（京浜三江会所，旅日要明鶴同郷会，中華民国留日広東同郷会，横浜台
湾同郷会，福建同郷会，中華民国留日横浜東北同郷会および神奈川県山東同郷会），宗教団体が２
つ，その他一般的な同好会的性格のものが10団体掲載されている（中華会館，2000，585-671ペー
ジ）5）。
これらは移住者が日本での生活を円滑に進めていくために，必要不可欠と考えられる機能を果た
してきた。これらのうち，中華会館や同郷会などのように，公所団体とよばれるボランタリー・ア
ソシエーションの機能について，内田は次のように定義する。「公所団体はその名称からすれば同
一地方出身者の同郷団体であり，その所属員の職業からすれば，店を単位として成立する貿易商団
体である。（中略）公所は格別の特権を享有することなく，かつ法律的根拠なくして自由かつ任意
に成立をみた」と述べる。すなわち，移住を一つの契機として，本国政府との関係というよりも，
むしろ移住者自身が自由かつ任意に設立したものである。これらの機能は「各地の政治的，社会的，
経済的環境の相違するに従って順応変化をみている」という（内田，1949，184ページ）。
歴史的にみると，中国系移住者は彼らが移住したさまざまな地域に同様のボランタリー・アソシ
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エーションを設立している。そのうち，アメリカについてみると，チャイナタウンと呼ばれる地域
には必ずこれらの組織が存在した6）。この公所団体の機能として重要と考えられるのは以下の諸点
である。第一には信用保証機能がある。アメリカでの公所は移民が上陸してから帰国するまでのす
べてを管理し，公所の許可なく，帰国することすらできなかった（船会社が借財などをもつものを
船に乗せない等の措置をとった）という（呉景超，1991，157ページ）。日本においては，公所が
会員の信用を保証する。その上，華僑全体の問題に関する公儀の決定を担う。この点は公所が単な
る経済問題にとどまらず，寺廟，公所の建物の修繕，学校経営などの社会問題から政治的諸問題に
まで関連する組織として重要なものであったことを示す（内田，1949，187ページ）。
こうした華僑・華人におけるボランタリー・アソシエーションについて，李明歓は第二次世界大
戦以前におけるこれら組織の機能を３つに集約する（李，1995，41-42ページ）。その第一は広範性，
第二は権威性，第三は自治性である。すなわち，これらの団体は移民たちの生病老死から起業・就
業，紛争解決および郷里との連絡，送金などあらゆる機能をあわせ持っている。その上，頼りにな
らない本国政府に代わって，移民たちの権益を守る機能を果たした。さらに，東南アジア等の場合
には植民地政府による分断統治の中で，中国系移住者らの自助および自治的機能をこれらのボラン
タリー・アソシエーションが担っていた。それだけに，中国系移住者が暮らす地域では，同族，同
郷の相応する団体は探せば必ずみつかり，いかなる問題においても移住者たちは解決の糸口を与え
られたという（李，1995，41ページ）。
ただし，こうした傾向は1949年の中華人民共和国成立以降に，中華民国と中華人民共和国との
政治的対立という構図のなかで，変化する。いずれの政府も伝統的には自らの支持者として海外華
僑との関係を重視する政策をとってきた。そのため，両政府の対立の中で，華僑組織の分裂と衰退
を招くことになる。戦後の華僑政策については，別稿を用意する予定だが，簡単に触れるならば，
それぞれの移住地における永住権取得から国籍取得へと受け入れ国における華僑の「華人化」が進
む中で，公所や同郷会などはその機能を少しずつ失っていくことになった。これらの同郷会や公所
と呼ばれる組織は二世・三世の若者たちにとっては無用のものだが，後述するように中国系ニュー
カマーズにとっても，新たな意味と新たな形式のもとで作り直される対象となりつつある。
2007年現在の時点で，横浜における中国系移住者のボランタリー・アソシエーションは28組織
にのぼる。ただし，これらの組織は基本的に中華街を中心とするオールド・タイマーズの組織であ
る。この点について，横浜華僑総会（大陸系）のＷ氏によれば現状は以下の通りである。
「大陸寄り，中立の団体など，総会の基本構造としては支持母体としての団体が14ある。これら
が総会を支持し，構成している。総会そのものは華僑のトップの団体。会費を払っている人は400
人くらい。会報を送っているのは2000人くらい。年会費５千円をもらうが，それもなかなか難しい。
会費収入は少なく，事業収入，証明書，パスポート申請などの代理業務が主な収入となっている」7）。
ここで示されるように，28団体ある組織のうち，大陸系華僑総会のもとにあるのは14団体であり，
このうちニューカマーズによって組織されたものが１団体，ニューカマーズとオールド・タイマー
ズの両方が加入しているものが１団体である8）。現状において，特に同郷団体で100年来の歴史を
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もつものについていえば，大陸系，台湾系のいずれもオールド・タイマーズが中心ということもあ
り，ニューカマーズはほとんど参加していない。他地域に比べ，横浜の場合には，中華学校の分裂
をもたらした学校事件9）などの影響もあって，いまだに全体が一つとなる状況にはない10）。特に政
治的な代表性をもつ総会が２つにわかれていることもあり，いずれの組織もそれぞれ女性組織，青
年組織，校友会など別組織を形成している。こうした歴史的状況がもたらした横浜における中国系
移住者のボランタリー・アソシエーション状況はニューカマーズの場合とは大きく異なっていると
いえる。では，中国系移住者の中心となっているニューカマーズについてはどうなのか。次にその
移住プロセスを確認し，そこでのボランタリー・アソシエーションについてみていこう。
３．中国系移住者の移住プロセス（流入時期別）
前述のように，中国系移住者の場合，2007年現在台湾出身者はすでに１割をきり，全体の中心
は大陸出身の中国系移住者である。これらニューカマーズに関して，その移住プロセスを４つの段
階でとらえたものが表２である。　
表２　各年代における中国系移住者の特徴
年　　代
準備期
（1972-78）
エスニック・
ネットワーク形成期
（1979-89）
エスニック・
コミュニティ形成期
（1990-98）
エスニック・
コミュニティ拡大期
（1999-）
在留資格等
中国帰国者（残留孤
児および残留婦人と
その家族）
留学生および就学生 就職者，起業家，日本人配偶者
仲介業者，技術・技能，
ＩＴ技術者，研修生
出身地域 主に東北三省および福建省 上海，北京，福建
上海，北京など大都
市から次第に東北へ
移行
東北三省，山東，江蘇
居住地域 地方農村地域（長野，山形，熊本など）
東京・大阪・名古屋・
福岡等大都市
大都市中心だが，地
方農村部にも広がり
ＩＴ関連は大都市部，
研修・実習は大阪，愛
知，岐阜など工業地域
これらは1972年から78年までの準備期，1979年から1989年までのエスニック・ネットワーク形
成期，1990年から1998年までのエスニック・コミュニティ形成期，そして1999年から2009年現在
に到るエスニック・コミュニティ拡大期である。それぞれの時期区分は主な流入者の在留資格およ
び出身地域に違いがある11）。
１）準備期（1972年から78年）：この時代は中華人民共和国において，対外開放政策がいまだとら
れておらず，日中両国は国交を回復したにもかかわらず，日本に中国人が入国することはほとんど
出来なかった時代である。中華人民共和国からの新規入国者数は1972年の537人から1977年の2266
人と４倍程度には増えたものの，その後の急激な増加傾向を考えれば動きは少なかったといえる
（表３参照）。　
ただし，戦後処理の一環で，中国国内に残された中国残留婦人12）と中国残留孤児と呼ばれる人々
が永住または一次帰国の形で中国人として入国している。井出孫六によれば1972年から80年まで
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に永住帰国者は残留孤児で105人，残留婦人945人，一次帰国は残留孤児178人，残留婦人2846人で
あった13）（井出，2008，127ページ）。これらが前掲表１における黒竜江省出身者3282人および遼寧
省出身者2073人に含まれているものと考えられる。この人々の存在はその後の在日中国人社会の
形成と変容とに大きく関わってくる。
表３　中国人入国者数（大陸のみ）の推移
年　次 入国者数 新　規 新規の割合
1970 139 9 6.5
1971 283 71 25.1
1972 994 537 54.0
1973 1991 1167 58.6
1974 3161 2354 74.5
1975 4441 2987 67.3
1976 4018 2365 58.9
1977 4039 2266 56.1
1978 5951 4192 70.4
1979 11622 9406 80.9
1980 18336 15328 83.6
1981 17550 14202 80.9
1982 20532 16553 80.6
1983 26606 21723 81.6
1984 51010 36291 71.1
1985 100972 62417 61.8
1986 75275 48413 64.3
1987 73030 56469 77.3
1988 112389 87264 77.6
1989 100144 64251 64.2
1990 117814 74264 63.0
1991 142150 92110 64.8
1992 187681 128226 68.3
1993 204302 127446 62.4
1994 210476 116851 55.5
1995 229965 120612 52.4
1996 257393 134140 52.1
1997 283467 149831 52.9
1998 299573 152046 50.8
1999 327005 156507 47.9
2000 385296 190380 49.4
2001 444441 225357 50.7
2002 527796 272894 51.7
2003 537700 276297 51.4
2004 741659 411124 55.4
2005 780924 463273 59.3
出所：法務省大臣官房司法法制調査部編『出入国管理統計年報（各年版）』より作成。
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彼らは前述のオールド・タイマーズと出身地域が異なり，中国東北３省の農村地域の出身者であ
る。また，彼らを受け入れた地域も同様に日本の農村（かつての満蒙開拓団を送り出した貧しい農
村地域）であったこと，彼らは就籍という形で容易に日本国籍を取得し，かつ家族は１人について，
子どもが４人から５人と多く，配偶者および孫世代を含めれば一人の中国帰国者について，平均
11人程度の家族が来日している（厚生労働省社会・援護局．2005，20ページ）。当初は未成年の子
どものみ帯同を許され，その後成人した子ども家族が呼び寄せられているので，流入時期としては
継続的であり，時間的には５年から10年のタイムラグがある14）。
全体としては２万6506人（帰国者本人6312人およびその家族２万194人）が中国帰国者として日
本に滞在している。このときの受け入れ地としては主には地方農村地域およびそこから転出して，
職場がある東京および大阪圏の公的住宅施設（東京東部の都営住宅，大阪Ｋ市市営住宅など）であ
る。東京に居住した人々は当初，ブルーワーカーか都市下層における雑業にしかつくことが出来な
かった。何よりも彼らは入国当時の平均年齢が40歳後半から50歳代で，日本語を身につける上で
の大きな困難があった。彼らの生活が安定するのは第二世代の子どもたちが就職し，職業をもつよ
うになってからである。その中でも，一部の人は都市部で中華料理店などのレストラン経営あるい
は中国との貿易などに従事し，生活の基盤を広げていった。彼らの持てる資源は中国語および中国
文化だった。それはあたかもオールド・タイマーズが歩んできた道に近いが，中国帰国者は一方で
日本人になることを求められ，そのように振る舞うことを政府から要請された（蘭，2000，394ペ
ージ）。
２）エスニック・ネットワーク形成期：1979年から1989年の第２期は留学生の来日時期である。
留学生については，1979年以降経済改革・対外開放政策により，中国政府が日本を含む欧米先進
諸国の科学技術を学ぶために多くの研究者を海外に送り出すことから始まっている。送り出し地と
しては北京や上海など大都市中心である。この時期送り出されたのは学部生よりは大学院生や研究
者が中心であった。1980年代の初めに来日した留学生や研究者はそのほとんどが「公費公派」15）か
「私費公派」16）であり，1980年代後半以降の私費でかつ私的理由による留学を主流とする状況とは
学歴構成が若干異なる。受け入れ側の政策対応としては1983年に日本政府が打ち出した留学生10
万人計画が彼らの流入に大きく関わっている。
日本においては，留学生10万人計画の実施に伴い，それ以降日本語を学ぶ就学生としての受け
入れが拡大されている。留学生10万人計画は最終的には2003年に達成されたが，その９割が私費
留学生によって担われ，その６割が中国人留学生であった。すなわち，今日の在日中国人社会の基
盤を形成した人々はこの時期に入国し始めたと考えられる。とりわけ，80年代前期の流入者は優
秀かつ上昇志向をもつ人々が多かった。そして，留学期間が終わっても，帰らないという選択をし，
就職したり，研究を大学院等で続け，研究所や大学，企業等にポストを得ている（後述ケース１参
照）。
1980年代には，出国の一部自由化というべき，私費留学が法的にみとめらている。中国政府は
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1981年以降段階的に留学機会の緩和を推進した。このことは，大学進学や大学院進学の夢を果た
せなかった20歳代，30歳代の団塊世代17）が日本を目指す契機となった。1986年２月に施行された
「中華人民共和国公民出境入境管理法」によって，さまざまな困難を伴いつつも，大学，大学院以
外の語学学習を目的とする海外留学者が増加していった。80年代後半，日本への来住者は全体の
９割が高校卒業以上であり，主には都市部出身で，大学中退ないし，卒業者も半数以上含まれてお
り，中高学歴層であった（奥田・田嶋編，1991）。
1980年代後半に来住したニューカマーズとしての中国系移住者たちは1989年６月の天安門事件
を一つの契機として，日本における居住期間をさまざまな形で延長していった。日本政府は彼らを
政治難民としてはほとんど認定しなかったが，彼ら自身が大学院進学，専門学校への進学，就職，
日本人との結婚，エスニック・ビジネスの起業などを選択することによって，日本における居住期
間を５年から10年と延長していった。このことが大量流入した1988年から10年後の1998年以降永
住資格取得者の増加へとつながっている。
彼らのネットワーク形成は一つには居住差別に端を発している。住宅価格は当時の中国人にとっ
て極めて高く，彼らが居住できる物件は主に狭くて古い木造賃貸住宅であった。これらの住宅が集
中する地帯である大都市圏のインナーシティに居住地域は限られていた。10年後の1990年代後半
とは中国人側の経済状況も大きく異なっていた。住宅斡旋に関する差別は現在でも多くの外国人が
指摘する点だが，この当時は彼らの同郷，同窓関係が社会資本として，移住者たちに利用され，一
定の地域に緩やかな集住が進んでいった。当初は，台湾系のアパート経営者や地元で理解のあるア
パート経営者のもとで，居住可能な賃貸住宅を確保することから生活は始まっている。一端居住が
可能となった地域には，同じネットワークに連なる人々が呼び寄せられ，集まってくる。そうした
傾向が豊島区池袋地域や，新宿区大久保地域などで展開する。しかし，集住といっても，居住町丁
目単位でみれば１割以下であり，圧倒的多数の日本人の中に中国人居住者が分散居住している状況
には変わりない。ある一定の地域が中国人だけで占められる中華街のような地域はいまのところ存
在しない。
このことがその後，彼らによるボランタリー・アソシエーションの形成についても，オールド・
タイマーズらの組織との違いの要因となっている。なぜなら，居住地における相互扶助を一つの要
因として形成されてきた華僑・華人組織とは異なり，中国系ニューカマーズの場合には，一部にこ
うした要因は存在するものの，そのことが彼ら自身の組織化への契機とは必ずしもならなかった。
特に，上海，北京など大都市出身の若者にとって，支援や利用できる社会的資源の一部は家族，親
族，同郷といったカテゴリーの中に埋め込まれているものの，同時に就労先やアルバイト先での日
本人や日本社会との関わりの中で，補完的な関係も獲得されている。
また，インターネット時代であることも，かつての集住による相互扶助関係とそこから発生する
ボランタリー・アソシエーションの形成といった形での広がりをもたらさなかった。確かに，以下
の表に示す調査結果からは，北京，上海，福建出身者のそれぞれについて，「困った時に相談でき
る相手」はそれぞれの出身地域における関係の中に集約されていることがわかる。上海で58.1％，
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福建で67.5％が援助者はそれぞれの同郷者と回答している。
その一方で，社会資本を他の地域出身者よりも多くもつ北京出身者についていえば，日本人との
関係が55.7％ともっとも多い。また，その他の地域においても，第２位を占めるのは日本人との関
係であって，華僑・華人ではない。この点について，後述するように，北京出身者は公費公派での
来日が多いことと関係があるものといえる。むしろ，私費であっても，上海や福建で，出身地域以
外の関係が日本人との関係に集約されていることが重要といえる。
ここで示した調査結果18）は再移住あるいは帰国した中国系移住者への聞き取り調査であり，日
本国内での関係を明らかにしたものではない点に注意が必要だが，移住者のもつ社会的資源とネッ
トワーク形成との関係はこうした点からも読み取ることができる。以下は私費公派で留学し，その
まま日本に長期滞在する中で，自らボランタリー・アソシエーションを立ち上げたＫ氏の事例であ
る。
〈ケース１〉　「私費公派」で1985年に来日，永住権を取得し，「華僑になった」と感じている北京
出身男性，45歳（新しいボランタリー・アソシエーションを自ら立ち上げ，インターネット上で
展開するＣフォーラム代表）。
「86年４月から国立Ｎ大学博士課程後期課程の１年生に入学し，授業料免除で３年間勉強した。コン
ピュータによる音声認識の研究を進めた。もう１年続け，４年間研究をしたが，博士号取得はうまくい
かなかった。その間に，天安門事件が起こり，帰る状況にはなくなった。そのまま他の大学で２年間非
常勤講師をやった。教えたのは情報学科だった。非常勤で在留資格がとれるのかどうかの判断が出るま
でに丸１年かかった。そして結局在留許可はとれなかった。
そのころには結婚もしていたし，長男も生まれていた。そこで，帰る状況にはないと思い，知り合い
を通じて今の会社に就職した。ただし，大学と同様，会社に特に入りたかったわけではない。日本の企
業がどんなところかを知りたかった。ただ見てみたかった」。
Ｋ氏がボランティア活動を始める契機は娘の病気であった。
「94年に娘が２歳半で白血病になった。娘は結局94年２月から95年２月まで１年間入院することにな
表４　困った時に頼りにする人の出身地域（複数回答）
総　数 上　海 北　京 福　建 その他の省 華　人 華　僑 日本人 無回答
北　京 88 6 27 6 16 7 3 49 14
（％） 100 6.8 30.7 6.8 18.2 8.0 3.4 55.7 13.7
上　海 86 50 4 1 14 2 6 21 16
（％） 100 58.1 4.7 1.2 16.3 2.3 7.0 24.4 15.7
福　建 83 2 3 56 4 1 27 12
（％） 100 2.4 3.6 67.5 0.0 4.8 1.2 32.5 12.6
注：総数は回答者のみ。
出所：田嶋，2004，85ページ。
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った。その時，会社から帰るまで息子を社宅の周りの奥さんたちがボランティアで迎えに行ってくれて，
面倒を見てくれた。自分は娘に何もしてあげられない。娘は私にその可愛さを残してくれるが，私はい
まもし死んだとしても何も残らない。自分が何かをやったとか，家族のためにお金を稼いだり，仕事を
したりはしているのだが，それ以外には何も残るものがなかった。大学生の時から，世話をしてもらう
ばかりだったということに気がついた。自分の価値が低いなあと感じた。そして，94年５月頃から，自
分ができることをボランティアで始めた。それがＣフォーラムだった。
Ｃフォーラムがこんなに大きくなるとは考えなかった。自分がこんな場所をほしいと思っていた。ネ
ットワークは自分のためのものとして始めたのだが，それは他の人にも使えるものにしたかった。ネッ
トワークは個人的なものでもあるし，みんなのものでもあった。仕事と寝る時間，そして子供と遊ぶ時
間を除けばそれ以外はすべてネットワークのための時間だった。毎日仕事が終わって，４時間から５時
間はネットワークの管理の仕事にかけた。ほとんどすべてがそれだけだったといってもいい」（田嶋，
2002，33-34ページ）。
Ｋ氏は中国政府による留学生政策が展開する中で，日本へ私費公派で来日し，そのまま永住資格
を取得して，日本に移住することになった技術者である。彼のボランティア活動との関わりを考え
る時，彼自身が作ったweb上のネットワークは新しい形のボランタリー・アソシエーションと考え
られる。
この組織の主な機能は日本人とのネットワークづくりにあって，日中両社会を繋ぐ新しい形を示
す。何よりも設立主体が在日外国人の側にあり，日本人からの発想ではない点が重要である。メン
バーの中心は中国人よりは日本人の方が多く，中心メンバーＫ氏と日本人中心メンバーとの関係の
中でこの組織が運営されている。かれは社会資本も文化資本も十分すぎるほどに持って来日してい
る。そして，周囲の同郷や家族・親族ネットワークは基本的にはそれほど必要としていない19）。ま
さに，中国系ニューカマーズとして生きてきた。従来のエスニック・ネットワークは移住の初期段
階において，彼らの生活上の必要から紡ぎ出されていく。特に，同一言語（方言）や受け入れ社会
との交渉を必要とする言語面での障壁が彼らを集団化する契機となっている。
しかし，中国系ニューカマーズについていえば，学歴構成，日本語能力などの面で彼らにはオー
ルド・タイマーズのような欲求は少ない。それは移住者自身がどの程度の文化資本，社会資本をも
っているかによって，必要性に違いがあるといえる。ここでは，Ｋ氏自身の内発的な関心からボラ
ンティア活動が始まり，ボランタリー・アソシエーションが形成されている。エスニック・ネット
ワーク形成期に来日し，エスニック・コミュニティ形成期にボランティア活動として，日本人と中
国人とをつなぐweb上のネットワークを作っている。Ｋ氏の活動はその後，Ｋ氏自身の郷里との関
係へと発展をみせる。
３）エスニック・コミュニティ形成期（1990-1998）：第３の時期は第１期と２期で流入した人々
のネットワークが利用されて，さらに，エスニック・ビジネスなど一定の資本を投入しつつ，日本
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での次なる流入者を対象にさまざまな事業が展開していくエスニック・コミュニティの形成期であ
る。
ここでは比較的安定した在留資格をもつ日本人配偶者層や中国帰国者家族など日本国籍者がエス
ニック，ビジネス経営の一端に関わっているケースや，海外の親族からの資金調達によって，自ら
の起業を果たしていくケースなどが表５の投資・経営ビザの増加傾向に表われている。1990年代
前半には資本や手段をもつものがバブル崩壊後の東京首都圏や関西圏において，起業のチャンスを
つかんだ。彼らは比較的安価な物件（マンションの１室など）でレンタル・ビデオ店や，貸本店な
どを始めることから自らのビジネスを広げていった。現在は池袋地区に200店舗といわれるニュー
カマーズによる大小さまざまなビジネスが展開し，新たに中華街を名乗ろうという運動まで始まっ
ている20）。
その一方で，1980年代後期に大量流入した上海出身者および福建出身者，1980年代に流入した
中国帰国者家族（主には東北三省だが，福建省も一部に含まれる）らは1990年代以降の流入者を
対象とするエスニック・ビジネスを東京あるいは大阪のインナーシティに展開し始める。その上，
1995年以降，在日中国人は女性が過半数を占めるようになる。その背景にはビジネスや就学・留
学によって形成されたネットワーク等を利用して，郷里から人を呼び寄せるルートが確立していく
ことが指摘できる。とりわけ，第一期に流入し，日本社会に定着した中国帰国者と呼ばれる人々の
家族として，あるいは，その人々が仲介する形で日本に結婚のためにやってくる人々が増えていく
のもこの時期である。この点を在留資格の推移で示したのが表５である。
1980年代後半以降に数万人規模で流入した就・留学生が就職し，在日10年を超える頃（1990年
代の後半）から，在留資格では永住者の割合が増え始め，2007年現在全体の５人に１人（20.5％）
が永住資格をもつ。永住に次いで，在留資格で多いのは留学の17.2％である。留学は2005年をピー
クにこの２年若干減少しているが，これまで一貫して右肩上がりの増加を記録している。2020年
を目標とする留学生30万人計画が策定される状況を考えれば，今後もこの傾向は続くものといえる。
また，日本人の配偶者が10.5％を占めており，その多くは女性によって占められていると考えら
れる。前述のように，在日中国人の過半数が女性であり，その背景には研修および技能実習といっ
た短期出稼ぎ労働型の滞在者に女性が多いことと同時に，日本人男性の配偶者として結婚を契機に
来住する中国系移住者が多いことも要因の一つである。なお，技能実習を含む特定活動のその他が
2000年以降急速に増加しており，この点は拡大期の一つの特徴をなしている。
第３期は中国系ニューカマーズによるボランタリー・アソシエーションの形成期とも重なる。特
に，従来オールド・タイマーズには存在しなかった中国東北地方を中心とする省ごとの同郷会組織
や，就職者協会といった形で，サラリーマンを中心とするニューカマーズのネットワークが顕在化
していく。ここでは，その中でも自らの起業を契機として，新たなボランタリー・アソシエーショ
ンの形成に関与した関西圏で活躍するＬ氏のケースから，この間の状況を確認しておこう。
〈ケース２〉　黒竜江省出身，47歳，男性，1989年５月に来日し，国立大学大学院経済学研究科修
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了後，旅行会社を起業，Ｋ交流協会理事。
「関西における新華僑の組織は大きくわけて３つあります。１つはＫ交流協会，２つ目は中国留日同
学会，３つ目はＪ交流協会。これはもともとはＫ交流協会から独立した組織です。現在はこの３つが大
きな組織です。Ｋ交流協会の設立は平成６年（1994年）。老華僑には華僑総会がありますが，80年代か
ら留学生としての中国人が増えてきて，80年代前半は学生として勉強し，後半から就職する人が増え
てきました。90年代初め頃は組織がなく，外国人として生活していく上で現実問題に直面して，祖国
と人情をつないで，中国人としてがんばりたいという理由で，何人かが企画してＫ交流協会を作りまし
た。私は最初全然興味がなかったんです。自分自身の仕事が忙しくて，民間の雑誌を作っていました。
それで忙しかったのですが，領事館とつながりがあって，領事館から今度こういう組織ができるので，
Ｌさん参加してみませんかと言われて，同じ中国人として設立パーティに参加したんです。200名くら
い中国人が参加して，よく集まるなと思いました。一応登録したけれど，協会とはそのころはあまり関
係しませんでした」。
表５　中国人登録者数の推移（在留資格別）
在留資格 1984＊1 1986 1990 1995 2000 2003 2005 2007 割合（％）
総　数 67895 84397 150339 222991 335575 462396 519561 606889 100.0
永住者 22318 22757 24277 28253 48809 83321 106269 128501 20.5
非永住者の割合 67％ 73％ 84％ 87％ 85％ 82％ 80％ 79％
非永住者 45577 61640 126062 194738 286766 379075 413292 478388 79.5
うち日本人の配偶者 10522 13085 23051 37310 50525 52016 54569 56990 10.5
定住者 6412 15263 30653 37337 33292 33086 33816 6.4
家族滞在 2629 3003 10215 23930 32306 35390 37154 43592 7.2
留学 6870 9845 29354 34617 45321 87091 89374 85905 17.2
就学 1268 7614 24251 23858 26542 38873 15915 22094 3.1
興行 472 684 771 683 1912 3848 4225 1193 0.8
人文知識・国際業務＊2 741 1981 3740 8596 11013 12470 20995 26692 4.0
研修 1332 2211 4831 9610 22163 30763 40539 66576 7.8
技術・技能＊3 1085 1145 3252 10164 16367 17974 23000 35013 4.4
投資・経営 439 593 1137 1234 1381 1729 0.3
永住者の配偶者 3178 851 1724 2698 3598 5215 0.7
教授・教育 81 144 699 1166 2143 2527 2624 2554 0.5
特定活動その他（技能実習）＊4 2018 16443 35481 60361 73049 11.6
　その他 20577 21928 7018 10689 21833 25418 26471 23970 5.1
出所：『在留外国人統計』（平成３年版，平成８年版，平成13年，平成18年および20年版）より作成。
＊１　在留資格は90年の入管法改定以後の状況に合わせているため，1984年および1986年の統計では該当しない項
目がある。
＊２　1984年，1986年については「特定の在留活動（就職）」の数字。
＊３　1984年，1986年については技術提供と熟練労働を合わせた数字。
＊４　技能実習制度は1993年４月に創設されたため，特定活動としてのビザ変更後の統計は1995年以降のみ掲載。
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1994年に設立されたＫ交流協会は関西における就職者を集めた団体で，Ｌ氏の言葉では，設立
に中国総領事館が関わっている。庞舒楠の研究によれば，この時期遼寧省の同郷会組織でも省政府
から働きかけがあり，同郷会が組織されている（庞舒楠，2008）。1992年の南巡講話以降，中国国
内で改革のてこ入れが行われ，海外に居住するいわゆる「新華僑」と呼ばれる人々への働きかけが
始まったと考えられるのである。
Ｌ氏によれば，会員に登録している人は1000人程度（2001年現在）。旧正月，忘年会，国慶節，
ゴールデンウィーク前の花見大会など年に数回の大きなイベントを行っている。理系や経済系が多
い。会員の現在の状況はそれほどの贅沢はできないけれど，生活が安定し，次なる問題は子どもの
教育問題という段階だという。
「集まりの役割は在日華僑に比べ，老華僑と比べて財力が足りない，事業で成功して，領事館は華僑
を応援して力になっている。表面的には集まるが，まだ力不足の感じがある。ビザは永住が徐々に増え
ている。会員はだいたい関西で３年以上のビザをもっている人がほとんど。教授，定住３年。いまは７，
８年以上で在日が多い。昔とくらべてずっと安定している。ビザの問題は解決した。（中略）安定感は
ある。これからの問題はやはり子供の教育と，あとは本人の事業をどうするか。永遠に日本の会社で社
員として勤めていくか，それとも自分の勉強した知識を改革・開放の中国で結びつける事業を起こすか，
一番の問題で，みんな考えている」（田嶋，2002，46-47ページ）。
Ｋ交流協会のこれまでは地域における顔合わせ的な集まりが主な目的だったが，Ｌ氏の考えでは
これからは中国における留学生創業園区などへの投資を促す役割を果たすことになるという。これ
ら投資誘導型のハイテク・パークは中国の地方政府にとっては，重要な建設項目であり，海外から
の投資誘致のための仕掛けでもある。対外的な働きかけのパイプとして，在外中国人の組織化が中
国政府あるいは地方政府レベルで，留学生に働きかけられており，その契機は1995年あたりにある。
Ｌ氏はもともと大学時代には学生主席を経験し，リーダーであったという。彼にとって，協会の仕
事は自らの旅行業の幅を広げる上でも一定の役割を果たしている。事業抜きでの協会への関わりで
はない。
また，中国留日同学会の設立経緯もＫ交流協会と前後して，1995年大阪総領事館教育室主催の
関西地区在職留学人員座談会においてそのメンバーから提起されたという（中国留日同学会，
2008）。Ｊ交流協会以外は基本的に総領事館の働きかけがあって設立されていることがわかる。
表６は前掲表４と同様に中国系移住者を対象とした調査結果の中で，日本在住中に参加した経験
のある団体を聞いたものである。ここで注目されるのは，中国系ニューカマーズは基本的には華
僑・華人の作っている団体にはあまり参加していないということである。　 
これをみると，留学生を中心に構成されている団体への参加がもっとも多く，北京で45.1％,上
海で21.6％，福建でも14.7％であった。その他の団体では，北京の場合校友会への参加者が12.7％
を占める点が注目される21）。
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中国系移住者に関する研究において，エスニック・コミュニティの３つの柱は中文教育，エスニ
ック・メディア，ボランタリー・アソシエーションと考えられている（Liu，1998）。日本における
中国系ニューカマーズのエスニック・コミュニティに関していえば，メディアは1991年に大陸系
のニューカマーズを対象とする簡体字でのエスニック・メディアが創刊されており，その後100紙
を超えるメディアが発行されている22）。このメディアがケーブル・テレビ放送を開始するのが1997
年である。その後，2001年にはインターネット上での情報サイトを開設しており，ほぼこの時期
がメディアに関する大きな転換点となっている（田嶋，2003，58-60ページ）。
また，教育はオールド・タイマーズを主な対象とする中文学校が全国に５校存在する。しかし，
中国系ニューカマーズのための学校としては彼らの最大の集住地である東京には台湾系の中文学校
が１校あるのみである23）。そのため，中国系ニューカマーズのための中文補習学校が1995年に東
京・池袋から始まっている。補習学校は現在東京，埼玉，神奈川等で10カ所60クラスに広がって
いる。土日に日本語学校の教室を利用し，近隣の中国系ニューカマーズの子どもたちに中国語の授
業を中国の教科書を利用して教えている24）。
これらの成立をもってエスニック・コミュニティの形成と考えられるが，中国系ニューカマーズ
の移住に関しては従来の考え方を超えて，彼らの新しい動きや社会空間形成に関わる状況がある。
エスニック・ビジネス，補習学校，ボランタリー・アソシエーションはそれぞれに内発的な要因か
ら設立されているものだが，Ｌ氏が語るように，中国系ニューカマーズが永住権を取得することで
「華僑化」していくにしたがって，その存在が中国政府の側からは華僑政策の一貫に組み込まれて
いくプロセスととらえることが可能である。
４）エスニック・コミュニティの拡大期（1999年以降）
エスニック・コミュニティの拡大期の起点は1999年中華人民共和国建国50周年である。1995年
まで割合を減らしていた永住者数が拡大に転じ，その後増加し続ける。永住資格の有無にかかわら
ず，定着・定住層の拡大を受けて，中国政府はオールド・タイマーズとしての華僑・華人の代表者
だけではなく，中国系ニューカマーズ（Ｋ氏のいう「華僑」）を建国50周年の国慶節に招待する。
この点について，Ｋ氏は次のように語っている。
表６　参加したことのある団体（複数回答）
総　数 同郷会 華僑連合会 校友会 留学生連合会 就業者協会 その他
北京調査 102 4 1 13 46 1 5
（％） 100 3.9 1.0 12.7 45.1 1.0 4.9
上海調査 102 16 1 5 22 1 0
（％） 100 15.7 1.0 4.9 21.6 1.0 0.0
福建調査 95 1 0 2 14 0 0
（％） 100 1.1 0.0 2.1 14.7 0.0 0.0
出所：田嶋編，2002におけるデータから独自に作成。
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「実は建国50周年（1999年）の国慶節記念事業に招待された。その時初めて老華僑たちと一緒になっ
た。それまでは顔を合わせたことも，接触をしたこともなかった。関係ないからだ。だが，その時，自
分たちは華僑になったのだと思った。華僑というのは他国に長年にわたり居住している人々のことだが，
日本語の辞書には『商人』と書いてある。しかし，現在の華僑，特に自分たちのような存在は『商人』
という言葉で括れる華僑ではない。ほとんどの新移民はサラリーマンだ。しかし，日本政府にしても，
日本社会にしてもそうした認識は一部の人を除けば皆無だ。だから，華僑という名前を団体につけたの
だ。そして，活動を通じて日本人の『華僑』に対する認識を改めさせたいと思った。（中略）
その時招待されたのは28人で，その中で「新華僑」は３人だけだった。私はその中でも永住権をも
っている唯一人だった。そして，そこで自分は華僑だと判ったのだ。しかし，老華僑たちとは明らかに
異なっている。彼らは私たちのことを華僑だとは思っていない。彼らにとって，私たちはあくまでも留
学生なのだ。だから，彼らの側にも，私たちの側にも彼らと一緒にすることがあるとは思えないし，今
後もないだろう」。
Ｋ氏が語るように，華僑という言葉は中国系ニューカマーズにとって，若干違和感をもって捉え
られている。かつての華僑イメージとは異なり，彼らは自らの社会資本，文化資本をもって，日本
社会で確固たる地位を築きつつある。
もう一つの変化の兆しは90年代に中国系移住者世界でトップを占めた上海出身者が2000年以降
遼寧省出身者に塗り代わり，東北出身者が全体の３割を占めるようになる点である。中国系移住者
世界が従来の大都市出身かつ高学歴な留・就学生を中心とするものから，少しずつ階層的にも分岐
していく契機が1999年前後にある。
また，1996年から2007年までの12年間で55,099人の中国籍者が日本国籍を取得している。これ
までのインタビュー等から日本人の配偶者であれば，３年ないし５年程度で日本国籍の取得が可能
である。家族全員が外国籍であっても，安定した職業に５年間就労している実績があれば，日本国
籍の取得は可能という25）。特に，日本語能力を問う項目は帰化要件にはないため，ほとんど日本語
が話せない場合にも夫の職業が安定したもので，経済状況に問題がないケースであれば国籍取得は
それほど困難なものとは捉えられていない。それだけに，永住権および国籍取得は一定の広がりを
もち，増加傾向が続くものと考えられるのである26）。この中には一部にせよ，日本国籍を取得した
上で，母国での起業を手がける人々が出始める。2001年に実施した３都市における中国系移住者
調査では，上海で５％程度だが，永住権あるいは日本国籍をもち，家族を日本に残し，母国に再移
住する人々を捉えている。
同時に，これらの人々が一つの媒介項となって，母国にある自らの社会的ネットワークを利用し
つつ，次なる移住者を日本へと送り出す機能を果たしている。その一部には，中国帰国者家族を送
り出した地域に日本語学校を設立する人々の存在など，移住そのものが送り出し地域から受け入れ
地域への一方向だけではなく，受け入れ地域での定着・定住の後に送り出し地域への再移住をもた
らす状況が垣間見られるのである27）。中国系移住者の受け入れ地域における量的な拡大は隙間産業
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とはいえ，エスニック・ビジネスの市場を拡大し，さらにそのことが送り出し地域における新たな
市場を作り出しているのである（田嶋編，2007）。
前述のように，こうした彼ら中国系ニューカマーズを祖国が改めて戦略的に囲い込む動きは，関
西において東京圏よりもいち早く進んだ。むしろ，東京は内発的なボランタリー・アソシエーショ
ンの形成が先行し，百家争鳴の状況を呈しており，エスニック・ビジネスにおいても中国系同士の
死闘ともいえる状況が展開していた。量的な増大は内部における階層化と政治的な立場による分岐
を生じさせていく。拡大と分岐を含む新しい局面を迎えたといえる。
彼らが組織するボランタリー・アソシエーションはさらなる統合を促されていく。Ｌ氏が指摘し
た関西在住者による３つの団体は2001年に西日本新華僑華人聯合会という形で上部団体を設立す
る。もちろん，当初は３団体を統合する形で構成されていたが，現在はこれらに新たな６つの団体
が加わっている。形式としては華僑総会と同様，下部に既存の組織が維持され，各団体の代表者が
上部団体における議決権などを行使する形をとる。ここで特に注目されるのは，日本帰国者団体連
合会がニューカマーズの団体に加わっている点である。西日本華僑華人聯合会の６団体のうち，エ
スニック・ビジネス経営者をまとめ上げる形で2006年に設立された西日本中華総商会はその事務
所を総領事館に隣接するビル内に置いており，代表はＬ氏である。すなわち，いくつかの団体はそ
の設立経緯ならびに人的にも重なる部分がある。
関西圏において，東京圏よりも先に統合が進んだ背景には，関西圏の方が東京よりも，在日中国
人数が少なく，既存の団体をまとめやすかったということが指摘できる。また，既存のオールド・
タイマーズらのボランタリー・アソシエーションが東京や横浜のように，分裂状態ではなく，大陸
系を中心にほぼ一本化されていることも，組織化を進める上での障害が少なかったものと考えられ
るのである。
このように関西圏におけるボランタリー・アソシエーションの設立と統合のプロセスはその後の
動きからいえば，内発的というよりも，中国政府の働きかけによって，全国組織の設立へとつなが
る一連の展開の前提と位置付けることが可能である。西日本新華僑華人聯合会は全国組織に先立っ
て設立されているが，東京においても，2003年中国大使館Ｚ総領事からの呼びかけに，東京圏の
７つの新華僑華人団体および北海道，西日本の新華僑華人組織の代表者が賛同を表明し，９月21
日に全国組織として，新華僑華人会が設立されている28）。その後，これらの新華僑華人組織を土台
として大陸系オールド・タイマーズのボランタリー・アソシエーションとの接合，協力関係が確立
されていく。
Ｋ氏は，別の華僑団体をNPO法人化した1999年の時点で，華僑団体にも声をかけ，できれば，
華僑総会などとの連携を目指していたが，オールド・タイマーズとしての華僑側にはまったく相手
にされなかったという（田嶋編，2002）。その後，中国政府の積極的な働きかけもあり，東京圏お
よび大阪圏においては，中国系ニューカマーズのビジネスで成功した人々を中心として，オール
ド・タイマーズと共通の基盤にたったボランタリー・アソシエーションが設立されていく。それが，
日本中華総商会という形で，1999年に設立される。ここには初めて中国系ニューカマーズだけで
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はなくて，オールド・タイマーズも関わっていく。その前提として，オールド・タイマーズをとり
まとめる日本華僑華人聯合総会が1999年５月に設立された29）。
個人が作る個別のボランタリー・アソシエーションの動きと，政府からの働きかけで作られる組
織とは若干動きが異なるということでもある。これらのいわゆる中国系ニューカマーズ関連のボラ
ンタリー・アソシエーション設立の背景には前述のとおり，定住資格あるいは永住資格を取得し，
定住化した人々が華僑という身分をもって中国政府の華僑政策の対象と見なされるようになったこ
とがある。とりわけ建国50周年はその一つの分岐点となっている。
僑務弁公室の政策立案責任者であり，日本を含む華僑政策の担当者である朱慧玲は，「彼らを積
極的にホスト社会にとけ込ませ，その『境界人』としての特徴を利用して所在国と祖国（国籍国）
との橋渡し役を務めさせるにはどのようにしたら良いか，こうしたことは関係各方面が取り組むべ
き共通した課題である」と述べている（朱，2003，256ページ）。ここには政策当局としての明確
な意図が示されている。すなわち，在日中国人の組織化という問題である。2001年時点で，関西
における３つの代表的な組織に対して大阪総領事館からの働きかけがあって，西日本新華僑華人聯
合会が設立された経緯は述べたが，この会の主な活動には大阪総領事館とともに，中国の要人およ
び国内団体による受け入れ歓迎活動，国内僑務部門との交流，世界華商大会への参与，構成員メン
バー各団体の活動への関与，老華僑団体との交流，協力などの項目が列挙されている。この他，重
要な事項として，日中友好活動の促進，中華民国政府の台湾独立政策に対抗し，中国の統一を促進
するという華僑政策上の重要な目的が含まれている（西日本華僑華人聯合会，2008）。
こうした一連の動きは中国留日同学総会においても同様だが，この団体の場合には準備段階から
中国共産党統一戦線部および駐日本中国大使館担当部門による「留学生が国のために奉仕する計
画」が検討されたという（同会，2008，改称通告全文，2000年10月22日付）。また，準備のための
訪中団には教育部，人事部，中国共産党共産主義青年団等が協力体制を作り，組織形成への働きか
けが行われたことが記されている（中国留日同学総会，2000）。　
これらの動きはいずれも相互に連関して進んでおり，外発的な力によって，既存の組織が一つの
団体にまとめ上げられていった経緯がわかる。ただし，これは現在の中国系移住者が形成したボラ
ンタリー・アソシエーションの一つの形ではあるもののすべてではない。
在留資格上の安定と新たなボランタリー・アソシエーションの形成は中国系ニューカマーズの組
織化を促した。一つは前述のＬ氏が関わった形での国レベルでの働きかけによる組織化であり，も
う一つは，Ｋ氏のように，在日としてのニーズや内発的な契機があって組織化するケースである。
最後に，もう一つの事例として女性を中心に作られたＺ会について，述べておこう。Ｚ会は在日
という自らの立場を同じ立場の女性たちとのネットワーキングによって有意義なものにしていこう
という志向性をもった女性たちが自ら立ち上げたボランタリー・アソシエーションである。多くの
組織が男性を中心として構成される傾向にあるが，Ｚ会は子育て中の女性たちを対象とする組織で
ある。
Ｚ会を組織化したのはＪさんとＨさんという子育てを終えた二人の中国人女性である。彼女たち
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の活動の契機は二人が中文の補習学校に子どもを通わせたことにある。そこで知り合い，互いの子
育ての悩みを相談しあう関係をつくったところから始まっている。単なる知り合いを超えて，会を
発足させる契機は2001年に作った英語を学ぶ会である。
代表のＪさんによれば，「この会は中国で英語教師をやっていた女性が日本ではまったく別のこ
とをやっていて，もったいないということで，周りの人たちが勉強したいと考えて，会を始めた。
みんな会うと，相談したいことばかりだった。そして話はつきない」という30）。
代表のＪさんは黒竜江省出身だが，出身大学が天津ということもあって，天津同郷会にも参加し
ているという。二人がＺ会を作った動機は「子育ての中で，お弁当の問題，学校の問題，子どもた
ちの言葉の問題などについて悩み，いろいろ知りたいと思った時に相談できる場所がなかったこ
と」にある。こうした状況にある後輩の女性たちに，今ならば自分たちの経験を伝えていく余裕が
ある。実際，お二人は大学生の子どもをもつ親として子育て経験をもち，会の設立には移住者とし
てのネットワークづくりと在日中国人女性の子育て支援という目的を置いている。
在日中国人の過半数を占める女性たちはその多くが中国では有職女性たちであった。しかし，日
本では在留資格上の問題もあって，必ずしもその能力を十分に発揮できる状況にはなく，専業主婦
化している。そのため，彼女たちの活動の目的はこうした女性たちに発言の場と活動の場を提供し，
情報を共有することにある。
「年に何回も会えるわけではないし，ただ会って話をするだけではもったいないので，会の形を作ろ
うと考えたのが2004年のことだった。会は最初，英語の会に参加していた女性たちがすぐに手をあげて，
入ってくれた。そして，会報を出して，少しずつ継続することを目指している。会の形ができたから，
私たちがやらなくても，次の人たちが必要と思って繋いでくれるようになる。会がなかったら，おしゃ
べりをするだけでおわってしまう。でもそれではもったいない。かつて，日本語を勉強しているときの
先生に言われたのはせっかく会報を作るのだから，続けないさいということだった。何よりも，３号か
４号で，終わってしまうことが多い。いま会報は12号になっていて，最初の目標の10号を越えること
ができた。会を作ったら，外から私たちの存在が見えるようになって，いろいろなところから声をかけ
てもらえるようになった。仕事も忙しいし，できることも限られているが，それでも，毎年Ｔ地区のお
祭りには参加している。他にもいろいろな活動を展開しているが，それは会員がやりたいと思って声を
あげてくれるからやってこられた」。
この会は現在東京近郊で行われている地域の祭りなどに参加し，餃子店を出店するなどの活動を
通じて，中国の文化を伝えたり，年１回の講演会を実施するなど，主体的な取り組みを進めている。
同時に，対外的にもさまざまな活動に参加している。前述のとおり，会報を２から３ヶ月に１回発
行している。活動を通じて，会員たちは自らの持てる能力を発揮する機会を得ているという。
131
中国系移住者の移住プロセスとボランタリー・アソシエーション
４．結論
これまで見てきたように，中国系移住者は大きく２つのカテゴリーに分けられる。筆者がオール
ド・タイマーズと呼ぶ華僑・華人と中国系ニューカマーズである。「新華僑」という言葉も文中で
は使用したが，それはボランタリー・アソシエーションおよび中国系ニューカマーズが政府によっ
て，そのように位置付けられ，名付けられていることによる。その定義は極めて曖昧である。何よ
りも，中国帰国者を含めて，こうしたネットワークが成立していることを考えれば，いわゆる華僑
（英語でいうOverseas Chinese）という言葉がこれらの人々を示すのに必ずしもふさわしいとは考
えられない。なぜなら，中国帰国者の多くは日系中国人あるいは中国系日本人というべき人々だか
らである。
移住プロセスの進展とともに，日本における中国系移住者の定着・定住が進んだ。そのプロセス
は本稿がとらえるように，戦後処理という側面をもつ1970年代の中国残留孤児・残留婦人の帰還
から始まっており，その後の留・就学生の動きとは階層，出身地域の面で明らかに異なるものの，
これらの人々を含めて中国系移住者の全体像をとらえる必要がある。その点を強く考えさせられた
のは06年に実施した黒竜江省の農村部における調査であった31）。
ボランタリー・アソシエーションもこうした中国系移住者の移住プロセスに応じて，その形を変
えてきた。歴史的に形成されてきたオールド・タイマーズとしての華僑・華人世界における公所団
体はあくまでも，同郷，同業を契機とする比較的狭い範囲での相互扶助組織であった。それらが上
部に中華会館のような公的性格をもつ組織を置いて，対外的な顔として受け入れ社会との交渉を行
う。この点はオールド・タイマーズについていえば，華僑総会が戦後一貫してこの役割を果たして
きている。しかし，ニューカマーズはこれらの組織と直接には関係をもつ必然性がなく，彼ら独自
の世界を形成し始めている。とりわけ，1999年以降のエスニック・コミュニティ拡大期にあっては，
彼らの実力が高まり，定着・定住性が明らかになるにしたがって，中国系ボランタリー・アソシエ
ーションの増加も顕著になっていた。そのことが一部にせよ，中国系移住者世界に外部から働きか
けが促される契機ともなっている。
送り出しとしての中国社会はこれらボランタリー・アソシエーションに母国への投資や対外的な
パフォーマンスの橋渡し役を期待している。地理的な近接性を前提として，日本と中国とは経済分
野においてさまざまな領域での水平分業が進んでいる。こうした状況は中国系移住者にとっても，
ビジネス・チャンスを広げる要因となっており，彼らがボランタリー・アソシエーションに関わる
一つの誘因となっている。Ｌ氏が当初，若干の距離を置いていた組織との関係はその後彼自身のビ
ジネスとの関連もあって，ますます繋がりを強める方向へと働いている。そして，彼らにとって，
ボランタリー・アソシエーション上での地位達成が，同時に彼らの母国における社会的地位を高め
ていく。母国での社会的地位が高まることはまた翻って，受け入れ社会における彼らの地位も高め
るという相乗効果をもつのである32）。
とりわけ，中国系ニューカマーズのように，その生活が受け入れとしての日本社会のみならず，
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母国にも展開していくような人々にとって，こうしたボランタリー・アソシエーションを通じての
社会的地位達成は国境を越えた社会空間の形成とともに重要性を増している。　　　
また，地域に深く刻み込まれた関係性という点で，中国東北地方は従来の僑郷とは異なるものの，
それに匹敵する日僑のふるさととして，いまや注目される地域になりつつあり，日本社会との関係
は極めて密接なものとなっている。そうした関係が研修生の送り出しなど次なる人の移住を作り出
していると考えられる。例えば，大連には3000社におよぶ日系企業が展開している。その企業に
人材派遣を行っていた会社はその繋がりを利用して，日本への研修生を送り出す。経済的な水平分
業関係はそれが一つの起点となって，新たな人の動きをもたらす媒介項ともなっているのである。
日本語を教える人材も多く抱えていることが人材養成の面でも効果を発揮する。
移住プロセスの中で，ボランタリー・アソシエーションは媒介者としての中国系移住者，とりわ
け中国系ニューカマーズの受け入れ社会における活動の拠点として，重要な意味を持ち始めている。
ただし，本来のボランタリーな性格の組織化ばかりではない側面も同時に合わせ持つところに，中
国系の組織の特徴があるといえよう。国籍取得の進展が進む中で，これら中国系ニューカマーズの
諸組織はいかなる変容過程に置かれるのかが注目される。これらの問題は今後の課題としたい。
＊本論文は2006年度法政大学特別研究助成による研究成果の一部である。
〈注〉
１） 佐藤慶幸によれば，自発的結社とは「人々が自由・対等の資格で，かつ自由意志に基づいて共通目的
のために結集する非職業的組織である。自発的とは国家権力からの自由，利潤追求からの自由，そし
て選択不可能な人間集団たとえば血縁集団からの自由を意味する」とある（佐藤，1998，586-587）。
この定義に従えば，中国系移住者らが形成している「社団」「公所団体」および若干の組織はこれらの
カテゴリーから逸脱する部分がある。しかし，本稿では中国系移住者の自発的結社の性格を明らかに
するため，ここではこれらを連続線上において考察していくこととする。
２） 中国公民は時代によって，その含意が異なるが，1859年以来の中国大陸および台湾からの移住者を含
む。また，台湾出身者を中国系として一括することには若干の留意が必要である。台湾出身者もその
歴史的経緯によって，時代に応じた変容がある。現状においては，大陸出身者との政治的な対立状況
もあり，台湾独立を掲げる人々も存在し，彼らは自らを台湾人としてアイデンテイファイしている。
しかし，本稿において，それぞれの時代とそこでの状況のすべてに言及する紙幅の余裕がない。ここ
では，こうした歴史的経緯をふまえた上で，彼らを中国系ととらえ，論述していくこととする。
３） 華僑が法的に定義されたのは,1909年（宣統元年）清朝政府が公布した「国籍法（草案）」において国
外に定住する中国公民およびその子孫を華僑としたのが最初である。正式には1929年の中華民国「国
籍法」において，同様の定義がなされている（中華民国は二重国籍を容認）。ただし，1952年の「海
外僑民工作に関する指示」において，中華人民共和国政府は二重国籍を否定し，華僑を中華人民共和
国国籍をもつ僑民とし，居住国籍者である華人と区別した（毛起雄他編，1994，４ページおよび同，
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1993年５ページ）。
４） 内田によれば，「これ等の公所団体を組織したのは問屋，買弁の前資本主義的形態における商人層であ
って，各開港都市華僑社会の中核を構成していた」という（内田，1949，170ページ）。また，神戸華
僑の社団成立について『落地生根』によれば，「神戸における公所団体の沿革はいまだ十分にあきらか
ではない」ということだが，三江，福建，広東など出身地域を同じくする移住者たちによって同郷あ
るいは同業団体が作られていったことは明らかである（中華会館編，2000，72ページ）。
５） 本書は中華会館編で，繁体字表記ということからも，台湾系の華僑誌であると考えられる。ここで取
り上げられている社会団体19のうち同郷会については，大陸系と台湾系のいずれとも等距離にあるグ
ループが多い。
６） 公所や同郷会をまとめたサンフランシスコの中華公所について，呉はその代表性を８つの同郷組織の
会長が理事を務めていることから説明する。中国系組織の特徴として，このように関連組織の代表が
上位に位置する組織の理事やメンバーとなって，全体の代表性を確保する方法がとられることが多い
（呉，1991，159ページ）。なお，本書は呉が1928年にシカゴ大学に提出した博士論文を，後年中国で
出版したものである。その経緯については田嶋，2009を参照されたい。
７） Ｗ氏インタビュー記録（2007年５月）より。
８） ニューカマーズの団体は１つ存在するが，この団体は華僑総会からの働きかけによって，設立された
という（2009年１月華僑華人聯合総会元会長Ｚ氏インタビューより）。
９） 学校事件とは中台の対立を背景として，1952年当時の横浜中華学校から大陸系の教員および生徒が追
い出された事件を指す。詳しい経緯については『横浜山手中華学校百年校志』，106-107ページ参照。 
10） この点について，横浜中華街発展協同組合の代表であるＨ氏はインタビューで，1986年の関帝廟消失
とその後の再建がこうした二つの団体による分裂状況を改善する機運となったことを指摘する。その
後，2004年には 祖廟の建立を実現できたのも，政治的な対立を超えて，まちづくりという視点から
地域の再生を目指した人々の意識の変化が背景にある（この点については，田嶋ゼミナール編，2008
を参照されたい）。
11） ただし，準備期における在留資格については，在留資格上必ずしも明確に示されない点に注意が必要
である。
12） 井出の記述を参考とすれば，「敗戦時に13歳以上の女性で，中国人との結婚のために中国に残り，帰
国が出来なかった人々」と考えられる。
13） 残留婦人について，厚生省（当時）は帰化しなければ永住帰国を認めないという対応をとっていた。
往復の旅費は支給したものの，滞在費については親族による負担となっており，女性たちの帰国は容
易ではなかった（井出，2008，128ページ）。
14） なお，帯同が可能な未成年の子どもは未婚に限られている。この規定は1994年４月に制定された「中
国残留邦人等の円滑な帰国の促進および永住帰国後の自立の支援に関する法律（法律第30号）」にお
いて明記され，その後同年６月の改正により，65歳以上の高齢残留邦人については成人した子１世帯
について（未婚の孫を含め）帯同することが可能となった。また，その後本人年齢は1997年４月に55
歳まで引き下げられている。
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15） 名目上も実質上も国が費用を負担する形での留学。
16） 事業単位や工場などが派遣単位となって，送り出す公的ルートだが，費用は自分もちなので，形の上
では私費留学ともいえる。この間の事情については田嶋，2001を参照されたい。 
17） 彼らは老三届（1949-1951生まれ）あるいは小三届（1954-1956生まれ）と呼ばれ，日本でいうベビー
ブーマー世代にあたる。上海では小三届世代が出生数のピークを形成しており，文化大革命期は彼ら
の中学から高校在学期間にあたる。そのため，ほとんど正規の授業を受けておらず，その多くは上山
下郷運動のために内陸部の農村に行かされた。10年近い年月を農村で暮らし，農業に従事していた経
験をもつ。これらの人々のうち，農村にいた人は1980年代以降順次都市部への帰還が認められたが，
学歴がないために，再就職にも苦労し，工場労働者等や行政の職員になっていった（田嶋，2000）。
当初の出国者には30歳代後半のこれら世代の人々も含まれていた。ただし，90年代以降は留・就学に
年齢制限が設けられていく。
18） 本調査は2001年11月から2002年にかけて，北京，上海，福建の各地域で中国系移住者（滞日期間１年
以上）をいくつかの団体を通じて面接調査したものである。調査の全体は未発表だが，その一部は田
嶋編，2002に掲載している。
19） ただし，その後Ｋ氏は自ら中国北方地域の同郷会を立ち上げている。
20） この運動に関しては，中国系ニューカマーズ内にも賛否両論あり，地元の反応も必ずしも好意的とは
いえないものの，中国系エスニック・ビジネスの存在感を示す動きとして注目される（『朝日新聞』８
月28日付）。
21） 上海調査で同郷会組織が15.7％と高い割合を占めているが，同郷会組織に上海同郷会は存在しない。
また，浙江，江蘇などを一つにまとめた三江公所といった同郷会組織が存在するものの，横浜での調
査によれば，これらは台湾系組織であり，中国系ニューカマーズが参加する可能性は少ない。
22） この点については，段躍中，1994，田嶋，1998に詳しい。これらのエスニック・メディアは創刊され
るものの，１年以内に廃刊になるものも多く，そのほとんどは広告収入によって維持運営されている。
23） 台湾系中華学校の校長Ｓ氏によれば，台湾系ということで，使用する教科書や学ぶ漢字が繁体字とい
う違いがあるものの，近年では東京や埼玉在住の大陸出身中国人子弟が入学してきているという（2007
年３月の筆者による調査）。
24） この他，ケーブル・テレビ放送において，中国政府教育部公認の通信教育課程（小学校３年次まで）
の取り組みなどが進んでいるが，東京に中華学校を作る動きは思うように進んでいない。
25）2006年６月に実施した東京・大久保のエスニック・ビジネス経営者へのインタビューによれば，1990
年代初めに夫が来日し，大学院修士課程を経て，日本企業に就職。その家族として妻と子どもが就職
後呼び寄せられた。来日から５年経過後に家族３人が同時に日本国籍を取得したという。日本との親
族関係などはまったく存在せず，３人はすべて中国朝鮮族であった。
26） ただし，技術者として来日している人々を中心に調査した2004年の大都市郊外居住者調査では，永住
ビザ取得を希望する人は６割に達していたが，国籍取得については１割程度と希望は多くない（田嶋
編，2004，22ページ）。
27） この点については，田嶋編,2007に詳しい。この東北地方調査において，黒竜江省ハルピン市から200
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キロほど離れたＦ市の県城において，インタビューした日本語学校経営者は日本では８年間長野県で
中国帰国者の親族が経営する水道工事店で下請け作業をやっていたということだった。この関係から
日本語学校は長野にある日本語学校と提携し，学生の送り出し，日本人配偶者の斡旋等を行っている。
28） ６つの団体とは中国科学技術者連盟，全日本博士協会，日本中華総商会，日本華人教授会，在日中国
弁護士聯合会，中国留日同学総会である。設立経緯については http://www.nocaj.org/pdf/keiyi-Yang.
pdf（2006年２月12日付）を参照。
29） 聯合総会設立は中華総商会の設立が先にきまっており，大使館からの要請もあり，華僑団体の全国組
織が必要ということで，初めて可能になったという。当初，華僑団体は日本国籍者およびニューカマ
ーズを入れることに否定的であり，かつ全国組織化についても必ずしも積極的ではなかったという
（元聯合総会会長Ｚ氏インタビュー，2009年１月）。
30） 2006年11月26日筆者インタビュー調査より。なお，Ｚ会では，2007年度に横浜にある大陸系女性組織
との交流事業を実施し，老華僑との結びつきも強める活動を行っている。
30） 2006年11月26日筆者インタビュー調査より。なお，Ｚ会では，2007年度に横浜にある大陸系女性組織
との交流事業を実施し，オールド・タイマーズとの結びつきも強める活動を行っている。
31） この調査結果については，すでに別稿にて論じている。そこでの特徴は村における人々の生活の中に，
日本社会が色濃く埋め込まれており，その中で，人々はあたかも隣の町にいくのとそれほど変わらな
い感覚で，日本へとやってくることである。地域の人々の８割が日本社会と何らかの関わりをもち，
日本へ移住経験をもつ人が数多い（田嶋，2008）。
32） こうした視点は国境を越えた社会空間に関する研究とボランタリー・アソシエーション上の地位に関
する研究として注目されている（Goldring，1999）。
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